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研究成果の概要（和文）：医療と福祉という異なる分野における異なる組織の文化は、制度間の違いはもとより、組織
ごとの違いも大きなものであることが示された。そこには、いわゆる一般的に共通しうる組織的課題と医療および福祉
領域に特有の組織課題の両者が存在し、これらに関して、適切な枠組みを用いて実証的な把握を行う必要があるといえ
る。さらに、組織文化の把握に関して定量的な把握は、確かに一定程度の有用性を持つものの、その一方でこうした定
量的な把握は、組織文化の一側面に過ぎない可能性を否定できない。したがって、定性的な把握をも加味した形での、
医療および福祉の組織の文化的な把握が求められる。

研究成果の概要（英文）：This study made clear that there has been huge cultural differences between health
 care organizations and social care organizations. And it showed that such differences should be considere
d through generalizations of organizational cultures and its specifications of them in health and social c
are fields. And this study could pointed out a new aspect of studies of organizational cultures in health 
and social care, which was qualitative date would be useful in additional to quantitative date to explore 
organizational culture in health and social care fields.
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１．研究開始当初の背景 
医療・介護分野のサービスの質の議論にお
いて、本質的な質は「安全」「安心」の確保
にあることは明らかである。しかし、現状は、
職員教育が不徹底、業務システムが非効率、
各職種間をはじめ各種の連携の悪さが指摘
できる。しかしこれらの現状は、どのような
産業分野でもみられ、医療や介護に固有の問
題とは言えない。業務が細分化され、高度に
分業化され、専門性が細分化されている医
療・介護産業では、各種国家資格を有する多
職種がチームで業務を遂行することが前提
となるが、それぞれが分署範囲を超えて活動
しているというより、細分化された業務を完
璧に遂行することに注力されやすく、チーム
全体での業務の結果である成果自体も、各個
人に振り分けられた業務遂行の能力しか評
価されないという傾向が顕著になる。 
この結果、自らの業務以外には関心を示さ
ないとか、業務遂行単位以外でのコミュニケ
ーションが取れないことが大きな問題とな
っており、その結果、自らの業務に関係のな
いことに関して関心を示さない個我型のい
びつな専門職が少なくない。このことがどの
ような職場でも散見できる現状が大きな問
題として経営者層は認識せざるをえない状
況にある。 
 さらに我が国においては医療制度および
福祉制度が、それぞれ独立したものとして、
それぞれ独自の思想と設計を保持してきた
という背景が存在し、さらにそれぞれにおい
てサービスを担う組織・人材も、全く異なる
思考・行動様式、いわゆる異なる組織文化の
存在が、統合的サービス提供を実践するため
の大きな障害であると考えられる。よってい
わゆる我が国において制度間の壁を超えた
統合的サービスの提供を実現するためには、
たんに法人の形式的統合を超えて、実質的な
組織レベルでの統合が必要となる。 
そのためには、たんなる理念やスローガン
ではない、異なる制度下における異なる組織
の違いの論点を明確化し、統合的なサービス
提供を可能とする組織的課題に対応する具
体的な方策が求められているのである。 
 
２．研究の目的 
本研究においては、医療法人組織、社会福
祉法人組織、NPO 組織など異なる制度下にお
ける異なる組織文化の把握を実証的に行う
ための多面的な検討を行い、それを踏まえた、
統合的なサービスプログラム構築のための
具体的な方策に関する検討を行った。 
より具体的には、医療や福祉領域において、
その領域における当該組織がもつ組織文化
の把握とその実態分析に関する方法論的検
討を行うとともに、それを踏まえた医療およ
び福祉領域における組織文化の論点を明ら
かにすることを目的とした。 
 
 

３．研究の方法 
本研究においては、次の検討を実施した。
まず組織文化の定義と把握に関する先行す
る文献調査による理論的検討であり、さらに
その把握に際しての調査ツールの検討に関
しては、調査対象候補における特徴を加味し
た複数の調査ツールの検討を行った。具体的
には、異なる制度下における異なる組織文化
の把握に関しては、コアとなる項目を明確に
し、それらに関して、実際に異なる制度下に
おける施設などにおける試行的な検討を行
った。また調査プロトコルに関しても、施設
の種別に合わせた形での検討を行った。 
さらに、いわゆる本研究課題における目的
を達成するためには、たんに定量的なデータ
で十分であるのかという点を中心に検討を
行い、より定性的な手法の検討およびその論
点の把握と具体的な試行を試みた。 
 
４．研究成果 
本研究においては、異なる制度下における
異なる組織文化の把握に関しては、いわゆる
組織文化としてのコアとなる論点は見出し
うるものであったが、その一方で、それぞれ
の制度下に特有の組織文化をどのように評
価し、さらにこれらを踏まえ、統合的なプロ
グラム構築に向けての、統合的な組織文化の
構築への具体的な論点が一定程度見出しう
るものであったといえる。以下に、それぞれ
の制度下における組織の組織文化に関連す
る論点を示す。 
 まず医療法人に限らず、医療機関を経営す
る各種法人格では、何らかの社会福祉事業や
介護保険事業に関与している場合が少なく
ない。たとえば、経営者が同一人物（この場
合理事長）の医療法人と社会福祉法人が姉妹
法人であっても、ガバナンスのあり方、経営
方針、会計制度、教育制度、業務遂行評価方
式が制度的にも実際的にも統一されていな
い。それゆえ、姉妹法人間の交流自体が希薄
で、職員間の交流はきわめてまれである。経
営学上の「グループ経営」というより、制度
上たんに同一の理事長の配下にあるのみの
場合が見受けられる。 
 さらにこうした理事長などの組織の責任
者である者らの組織間のあり様に関する認
識であるが、たとえば、政府が推進する医療
と介護を統合して各種サービスを地域住民
に提供する方法としての「地域包括ケアシス
テム」の必要性などに関しは、総じて関心度
が高い。しかし、こうしたシステムを実際に
構築し、かつ機能させていくためには、関連
する組織の全職員への理念周知、価値の共有
化、方針の明確化、文書で示された戦略の明
確化と各種業務への紐付けなどといった一
連のマネジメントの徹底が最優先されるべ
きであるが、こうした点に関して、その具体
的な方策や戦略に関して明確化し、実施しう
る者は少なくない状態にあった。 
さらに、業務上のモラールの徹底、モティ



ベーションの確保、チームワークやコミュニ
ケーションの徹底などに対する関心は高い
ものの、こうした点を、具体的に可視化しう
るものとして、具体的に展開を試みる余地は
現状ではほとんど存在せず、ましてや具体的
なツールという点に関しては、さらなる改善
の余地が多分に存在するといえる。 
たとえば、医療および福祉分野における経
営者や管理者らの安全に対する意識は高い
といえるが、具体的手法について曖昧な部分
が多く、時としてその場限りの対応に終始し
がちである。さらに、何らかの対策を立てた
いのであるが、具体的にどのように対応した
ら良いのかが明示できないというジレンマ
や、解決しなくてはいけない問題の解決を各
職員に任せるという消極的態度も散見され
る。 
また組織によっては、人手不足の職場で
「細かいことを言うとやめてしまう」ことを
危惧する見解も示され、こうした見解は、組
織の経営層や管理者のみならず、中間管理職
も同様な見解を示す状況もあり、こうした状
況は、現場のマネジャーは「言われないから
よいと思う」とか「いわれたことだけやれば
よい」との思い込みを生じせしめる傾向にあ
った。 
こうした事柄は、最終的には経営者および
管理者らに起因するとは言え、個別の組織的
な課題とその背後に存在する組織文化はも
とより、組織間をまたぐガバナンス体制を確
立し、そのための教育に注力し、業務間、職
員間の連携を促すことが経営の基本である
という意識レベルでの問題を浮き彫りにし
ている。 
 さらに「問題とは、達成したいと思う目標
と現実のギャップであり、解決できる事柄で
ある」以上、何が問題であるかを絶えず探求
し、その問題解決のために注力するという方
向性を、個別組織のみならず、組織間で共通
する形で、確立することが求められる。本研
究においては、こうした点にまったく無関心
な経営者や管理者は皆無であるのであるが、
具体的な職員教育の目標、年間スケジュール、
キャリヤパス、人事評価、人員配置、俸給制
度が完備していない場合が多く、異なる組織
の共通度を高め、ひいては組織文化の共有へ
と組織を導く段階には未だないと言える。 
たしかに大規模な一般的営利企業の組織
文化のあり様を、医療や介護の現場にそのま
ま適応できない場合も少なくないことは事
実であるが、医療および福祉の組織といえど
も、システム的観点の重要性を理解し、求め
られる組織文化の構築に向けて、具体的なシ
ステムを構築し、絶えず改変しなければ現実
問題に対応できないことは、たんに、医療お
よび福祉分野における組織の規模という問
題だけでは十分なものとはならない。 
こうした意味で、医療と福祉という異なる
分野における異なる組織の文化は、制度間の
違いはもとより、組織ごとの違いも大きなも

のであることが示されている。そこには、い
わゆる一般的に共通しうる組織的課題と医
療および福祉領域に特有の組織課題の両者
が存在し、これらに関して、適切な枠組みを
用いて実証的な把握を行う必要があるとい
える。さらに、本研究において示された成果
として、組織文化の把握に関して定量的な把
握は、確かに一定程度の有用性を持つものの、
その一方でこうした定量的な把握は、組織文
化の一側面に過ぎない可能性を否定できな
い。したがって、組織文化の把握、とくに本
研究で検討を行ったように、一般的な組織と
の共通点、および異なる制度下における組織
文化の違いという点を鑑みるに、定量的な把
握のみならず、定性的な把握をも加味した形
での、医療および福祉の組織の文化的な把握
が求められるといえる。 
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